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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

３ 第92期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成22年６月30日 企業会計基準第25号)を適用し、遡及処理しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第２四半期 
連結累計期間

第93期
第２四半期 
連結累計期間

第92期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 335,257 321,562 653,431 

経常利益 (百万円) 14,332 12,517 29,475 

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,780 7,891 17,752 

四半期包括利益 
又は包括利益 

(百万円) 8,054 5,703 16,385 

純資産額 (百万円) 235,893 247,172 242,845 

総資産額 (百万円) 418,397 425,359 413,267 

１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 71.11 57.38 129.07 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.4 58.1 58.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 240 16,213 20,916 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,415 △6,284 1,194 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,566 △1,382 △2,949

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 95,423 114,116 107,704 

回次
第92期

第２四半期 
連結会計期間

第93期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日

１株当たり 
四半期純利益金額 

(円) 45.45 42.58 
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当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

なお、主要な関係会社の異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(１) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高321,562百万円(前年同四半期連結累計期間比4.1％

減)、営業利益12,277百万円(前年同四半期連結累計期間比10.8％減)、経常利益12,517百万円(前年同四

半期連結累計期間比12.7％減)、四半期純利益7,891百万円(前年同四半期連結累計期間比19.3％減)とな

りました。 

  

セグメント別の業績は以下の通りであります。 

  

電子デバイスシステム 

半導体製造装置は、エッチング装置が、海外大手半導体メーカーの微細化投資を背景に、米国市場

向けを中心に大幅に増加しました。測長ＳＥＭは、アジア・欧米市場向けを中心に、海外大手半導体

メーカーが大型設備投資を実施したものの、震災により出荷が延期となった影響等により、ほぼ横ば

いに推移しました。チップマウンタ及びダイボンダは、アジア市場におけるメモリー市場の低迷を受

けた設備投資の延期等により減少となりました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は53,158百万円(前年同四半期連結累計期間比10.8％増)、経常

利益は5,272百万円(前年同四半期連結累計期間比2.1％増)となりました。 

  

  ファインテックシステム 

ＦＰＤ関連製造装置は、テレビ用液晶パネルの価格下落等による、液晶パネルメーカーの収益悪化

を背景に、露光装置、実装装置ともに減少しました。ハードディスク関連製造装置は、ハードディス

クドライブメーカーの統合による影響が不透明なことから、顧客が設備投資に慎重となり、低調に推

移しました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は11,533百万円(前年同四半期連結累計期間比33.9％減)、経常

損失は2,315百万円(前年同四半期連結累計期間は504百万円の経常利益)となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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科学・医用システム 

分析計測機器・解析装置は、解析装置を中心に、材料関連分野等において需要が拡大したことに加

え、震災により前連結会計年度末の出荷が当第２四半期連結累計期間に遅延したこと等も影響し、増

加しました。また、医用分析装置は、新製品の立ち上げ等により、海外市場向けを中心に増加しまし

た。ＤＮＡシーケンサは、新製品投入効果等により大幅に増加しました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は65,415百万円(前年同四半期連結累計期間比12.6％増)、経常

利益は8,837百万円(前年同四半期連結累計期間比42.0％増)となりました。 

  

産業・ＩＴシステム 

自動組立システムは、震災による自動車メーカーの減産の影響を受け、減少しました。また、ハー

ドディスクドライブも、震災によるサプライチェーンへの影響等により、低調に推移しました。通信

用機器は、米国市場向け携帯電話が新規モデル立ち上げ等により好調に推移しました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は60,272百万円(前年同四半期連結累計期間比1.9％増)、経常

利益は131百万円(前年同四半期連結累計期間比20.4％減)となりました。 

  

先端産業部材 

工業材料は、顧客の生産調整の影響を受け、液晶テレビ用樹脂原料等が大幅に減少しました。シリ

コンウェーハ及び液晶関連部材は、震災による顧客の生産停止の影響により大幅に減少しました。光

通信関連部材は、新興国市場向けの需要が低迷したことにより減少しました。 

 以上の結果、当セグメントの売上高は135,742百万円(前年同四半期連結累計期間比14.0％減)、経

常利益は609百万円(前年同四半期連結累計期間比60.0％減)となりました。 

  

(２) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は114,116百万円となり、前連結会計年度

末より6,412百万円増加しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と

その主な要因は以下の通りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権、たな卸資産、仕入債務の運転資金負担が減少し

たこと等により前年同四半期連結累計期間に比べて15,973百万円増加し、16,213百万円の収入となり

ました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、その他の資金運用による支出が増加したこと等により前年

同四半期連結累計期間に比べて14,699百万円減少し、6,284百万円の支出となりました。 

  

 以上により、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計した

フリー・キャッシュ・フローは前年同四半期連結累計期間に比べて1,274百万円増加し、9,929百万円

の収入となりました。 
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(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間に比べて185百万円増加し、

1,382百万円の支出となりました。 

  

  当社グループの財務政策として、業容拡大に伴う運転資金及び研究開発投資・設備投資に対応するた

めの適切な流動性の維持と資金の確保、並びに健全なバランスシートの維持を図りながら、財務基盤の

強化を行ってまいります。 

  

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題に

ついて、重要な変更はありません。 

  

(４) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費は11,393百万円であります。 

  なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発活動について、重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(１)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

 
  

②【発行済株式】 

  

 
  

  

(２)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(４)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000 

計 350,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 137,738,730 137,738,730 

東京証券取引所 
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株であり
ます。 

計 137,738,730 137,738,730 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年９月30日 ― 137,738,730 ― 7,938 ― 35,723 
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(６)【大株主の状況】 

 
(注) １  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下の通りであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)              4,213,400株 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)            2,250,900株 

   ２  野村證券株式会社及び共同保有者から、平成23年７月５日付で、金融商品取引法に基づく大量保有報告書の

  提出があり、平成23年６月30日現在で6,923,868株を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当 

   第２四半期会計期間末現在における保有株式数の確認ができませんので、上記表には含めておりません。 

  なお、大量保有報告書の内容は以下の通りであります。 

 

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 71,037,389 51.57 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,555,100 4.03 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,800,800 2.75 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,749,800 1.99 

日立ハイテクノロジーズ社員持
株会 

東京都港区西新橋一丁目24番14号 2,274,036 1.65 

818517ノムラルクスマルチカレ
ンシジエイピストクリド 
(常任代理人 ㈱三井住友銀行) 

BATIMENT A - 33 RUE DE GASPERICH,  
L-5826 HESPERANGE, LUXEMBOURG 
(東京都千代田区大手町一丁目２番３号) 

2,062,800 1.49 

ニツポンベスト(常任代理人
㈱三菱東京UFJ銀行) 

P.O. BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF  
SAUDI ARABIA 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

1,500,000 1.08 

アールビーシーデクシアインベ
スターサービスバンクアカウン
トディーユービーノンレジデン
トドメスティックレート 
(常任代理人  
スタンダードチャータード銀行) 

14,PORTE DE FRANCE,L-4360 ESCH-SUR- 
ALZETTE GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG 
(東京都千代田区永田町二丁目11番１号) 

1,292,002 0.93 

ザ バンク オブ ニユーヨーク 
トリーテイー ジヤスデツク ア
カウント(常任代理人  
㈱三菱東京UFJ銀行) 

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040 
BRUSSELS,BELGIUM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

1,251,773 0.90 

ハイアツト(常任代理人  
㈱三菱東京UFJ銀行) 

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF  
SAUDI ARABIA 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

1,241,100 0.90 

計 ― 92,764,800 67.35 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 237,768 0.17 

野村アセットマネジメント 
株式会社 

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 6,686,100 4.85 
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(７)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式50株及び当社所有の自己株式47株が 

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式        199,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式      137,441,100 1,374,411 ―

単元未満株式 普通株式           98,330 ― ―

発行済株式総数 137,738,730 ― ―

総株主の議決権 ― 1,374,411 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)  

株式会社 
日立ハイテクノロジーズ 

東京都港区西新橋
一丁目24番14号 

199,300 ― 199,300 0.14 

計 ― 199,300 ― 199,300 0.14 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(１)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,968 21,785

受取手形及び売掛金 130,093 126,944

有価証券 80 68

商品及び製品 27,442 26,960

仕掛品 38,366 42,358

原材料 3,030 3,509

関係会社預け金 80,609 91,404

その他 27,386 31,346

貸倒引当金 △1,552 △1,552

流動資産合計 330,422 342,823

固定資産   

有形固定資産 53,873 54,775

無形固定資産   

のれん ※1  1,095 ※1  935

その他 5,155 5,338

無形固定資産合計 6,249 6,274

投資その他の資産   

その他 23,739 22,510

貸倒引当金 △1,016 △1,022

投資その他の資産合計 22,723 21,487

固定資産合計 82,846 82,536

資産合計 413,267 425,359
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 94,920 102,258

未払法人税等 3,965 4,804

製品保証引当金 2,227 2,189

災害損失引当金 1,082 600

その他 40,679 40,677

流動負債合計 142,874 150,528

固定負債   

退職給付引当金 26,323 26,673

役員退職慰労引当金 306 259

その他 920 727

固定負債合計 27,549 27,659

負債合計 170,423 178,186

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,938 7,938

資本剰余金 35,745 35,745

利益剰余金 200,920 207,436

自己株式 △325 △325

株主資本合計 244,279 250,794

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,314 2,747

繰延ヘッジ損益 15 458

為替換算調整勘定 △4,897 △6,997

その他の包括利益累計額合計 △1,568 △3,792

少数株主持分 134 170

純資産合計 242,845 247,172

負債純資産合計 413,267 425,359
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
 【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 335,257 321,562

売上原価 279,505 266,253

売上総利益 55,752 55,309

販売費及び一般管理費 ※1  41,989 ※1  43,032

営業利益 13,763 12,277

営業外収益   

受取利息 158 187

受取配当金 58 68

為替差益 234 170

雑収入 340 178

営業外収益合計 790 604

営業外費用   

支払利息 39 34

固定資産処分損 137 220

雑損失 44 110

営業外費用合計 221 364

経常利益 14,332 12,517

特別利益   

投資有価証券売却益 11 －

特別利益合計 11 －

特別損失   

災害による損失 － ※2  580

投資有価証券評価損 20 2

減損損失 153 97

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 303 －

環境対策費 ※3  212 －

特別損失合計 688 679

税金等調整前四半期純利益 13,655 11,837

法人税等 3,839 3,903

少数株主損益調整前四半期純利益 9,816 7,934

少数株主利益 36 43

四半期純利益 9,780 7,891
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 【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,816 7,934

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △697 △567

繰延ヘッジ損益 550 443

為替換算調整勘定 △1,615 △2,107

その他の包括利益合計 △1,762 △2,231

四半期包括利益 8,054 5,703

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,037 5,667

少数株主に係る四半期包括利益 17 36

― 14 ―



(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 13,655 11,837

減価償却費 4,127 4,074

減損損失 153 97

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 303 －

のれん償却額 166 159

退職給付引当金の増減額（△は減少） 488 388

その他の引当金の増減額（△は減少） 80 △459

受取利息及び受取配当金 △216 △255

支払利息 39 34

売上債権の増減額（△は増加） △3,915 △355

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,260 △6,200

仕入債務の増減額（△は減少） 2,757 11,237

その他の資産・負債の増減額 △1,401 △1,116

その他 △77 210

小計 1,899 19,653

利息及び配当金の受取額 219 244

利息の支払額 △8 △9

法人税等の支払額 △1,870 △3,676

営業活動によるキャッシュ・フロー 240 16,213

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △401 －

定期預金の払戻による収入 40 －

有価証券の売却による収入 12 1

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,849 △3,854

有形及び無形固定資産の売却による収入 115 60

投資有価証券の取得による支出 △9 △44

投資有価証券の売却による収入 23 －

貸付金の回収による収入 0 －

事業譲受による支出 ※2  △3,315 －

その他 ※3  14,800 ※3  △2,447

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,415 △6,284

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,374 △1,375

その他 △193 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,566 △1,382

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,854 △2,135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,235 6,412

現金及び現金同等物の期首残高 90,188 107,704

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  95,423 ※1  114,116
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

 

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 

 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１ 原価差異の繰延処理  操業度により発生した原価差異に関して、原価計算期間末までにほぼ解消が見込ま

れる場合は、当該原価差異を流動資産又は流動負債「その他」として繰り延べており

ます。 

２ 税金費用の計算   当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。 

  ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結

果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日)

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成21年12月４日 企業会計基準第24号)及び「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成21年12月４日 企業会計基準適用指

針第24号)を適用しております。 

 

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日)

※１ のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま 

   す。相殺前の金額は以下の通りであります。 

 

 ２ 債務の保証は以下の通りであります。 

 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高は以下の通りであり 
   ます。 

のれん 1,245百万円

負ののれん 150 〃

差引 1,095 〃

 

従業員(住宅融資分) 509百万円

 

輸出手形割引高 22百万円

受取手形裏書譲渡高 56 〃

※１ のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま 

   す。相殺前の金額は以下の通りであります。 

 

 ２ 債務の保証は以下の通りであります。 

 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高は以下の通りであり 
   ます。 

のれん 1,048百万円

負ののれん 113 〃

差引 935 〃

 

従業員(住宅融資分) 459百万円

 

輸出手形割引高 34百万円

受取手形裏書譲渡高 53 〃
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(四半期連結損益計算書関係) 
  

 
  

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は以下の通りであります。 

 

給料手当 10,605百万円

研究開発費 8,994 〃

退職給付費用 2,051 〃

 

※１ 販売費及び一般管理費 

   主要な費目及び金額は以下の通りであります。 

 

給料手当 10,649百万円

研究開発費 9,778 〃

退職給付費用 2,171 〃

 
             ―――――――――――― 

 

※２ 東日本大震災による損失を計上しており、その内

訳は以下の通りであります。 

 

   なお、点検・撤去費用等、原状回復費用には、災

害損失引当金繰入額が含まれております。 

滅失損失 たな卸資産  63百万円

    固定資産 96 〃

      計 159  〃

点検・撤去費用等 500 〃

原状回復費用 274 〃

災害による損失(総額)  933 〃

未収受取保険金 △353 〃

災害による損失(純額) 580 〃

 

※３ 当社ナノテクノロジー製品事業本部那珂事業所 

の建屋建設に伴う汚染土壌の処分費用でありま 

す。 

 

             ―――――――――――― 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と 

   四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の 

   金額との関係 

 

※２ 事業の譲受により増加した資産及び負債の主な  

    内訳  

   当社100％子会社である㈱日立ハイテクインスツ 

  ルメンツが、㈱ルネサス東日本セミコンダクタの 

  半導体製造装置事業の一部を吸収分割承継したこ 

  とに伴い増加した資産と負債の内訳及び事業譲受 

  による支出との関係は、以下の通りであります。  

 

※３ その他の内訳は以下の通りであります。      

 

 現金及び預金 24,678百万円

 
預入れ期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△404 〃

 関係会社預け金 67,375 〃

 
預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金 

△2,200 〃

 
流動資産のその他に
含まれる預け金 

5,974 〃

 現金及び現金同等物 95,423 〃

   

 
 
 
 

      流動資産 2,786百万円

      固定資産 1,388 〃

      流動負債 △1,731 〃

    固定負債 △272 〃

   のれん 1,145 〃

      事業譲受による支出 3,315 〃

  

 
預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金の 
預入による支出 

△2,200百万円

 
預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金の 
払戻による収入 

17,000 〃

 合計 14,800 〃

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と 

    四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の  

   金額との関係 

 

       ―――――――――――― 

  

 

  

 

  

  

 

※３ その他の内訳は以下の通りであります。      

  

現金及び預金 21,785百万円

預入れ期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△5 〃

関係会社預け金 91,404 〃

預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金 

△8,000 〃

流動資産のその他に
含まれる預け金 

10,848 〃

預入れ期間が３ヶ月を 
超える流動資産の 
その他に含まれる預け金 

△1,916 〃

現金及び現金同等物 114,116  〃

 

 

 

 

 

 

 

 

預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金の 
預入による支出 

△15,000百万円

預入れ期間が３ヶ月を 
超える流動資産の 
その他に含まれる預け金の 
預入による支出 

△1,947 〃

預入れ期間が３ヶ月を 
超える関係会社預け金の 
払戻による収入 

14,500 〃

 合計 △2,447 〃
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

３ 株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

３ 株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

  

  

  

  

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月21日 
取締役会 

普通株式 1,375 10.00 平成22年３月31日 平成22年６月３日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月26日 
取締役会 

普通株式 1,375 10.00 平成22年９月30日 平成22年11月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月23日 
取締役会 

普通株式 1,375 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月３日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月25日 
取締役会 

普通株式 2,751 20.00 平成23年９月30日 平成23年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、間接補助事業等を含んでおります。 

  

２ 報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項) 

 
(注)その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費、 

  営業外収益及び営業外費用であります。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

    該当事項はありません。 

  

     (単位：百万円)

  報告セグメント

その他 

(注)
合計 調整額

四半期 

連結損益 

計算書 

計上額  
電子 

デバイス 

システム

ファイン 

テック 

システム

科学・医用 

システム

産業・ＩＴ 

システム

先端産業 

部材
計

 売  上  高     

 
  外部顧客への 

 売上高 
47,907 17,438 57,600 55,065 156,884 334,894 363 335,257 ― 335,257 

 
 セグメント間の 

 内部売上高 

 又は振替高 
65 17 500 4,071 1,015 5,667 343 6,010 △6,010 ―

 計 47,972 17,455 58,099 59,136 157,899 340,561 706 341,267 △6,010 335,257 

 
セグメント利益 

又は損失(△) 
5,166 504 6,225 164 1,523 13,582 △122 13,459 872 14,332 

  (単位：百万円)

 利益 金額

 報告セグメント計 13,582 

 「その他」の区分の損失 △122

 セグメント間取引消去 6 

 配分していない全社ののれんの償却額 △51

 社内借入金に対する利子の戻入額 419 

 その他の調整額(注) 499 

 四半期連結損益計算書の経常利益 14,332 
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、間接補助事業等を含んでおります。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注)その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費、 

  営業外収益及び営業外費用であります。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

     (単位：百万円)

  報告セグメント

その他 

(注)
合計 調整額

四半期 

連結損益 

計算書 

計上額  
電子 

デバイス 

システム

ファイン 

テック 

システム

科学・医用 

システム

産業・ＩＴ 

システム

先端産業 

部材
計

 売  上  高     

 
  外部顧客への 

 売上高 
53,083 11,518 64,930 56,908 134,735 321,175 387 321,562 ― 321,562 

 
 セグメント間の 

 内部売上高 

 又は振替高 
75 14 484 3,364 1,008 4,945 1,883 6,827 △6,827 ―

 計 53,158 11,533 65,415 60,272 135,742 326,120 2,270 328,389 △6,827 321,562 

 
セグメント利益 

又は損失(△) 
5,272 △2,315 8,837 131 609 12,535 △510 12,025 492 12,517 

  (単位：百万円)

 利益 金額

 報告セグメント計 12,535 

 「その他」の区分の損失 △510

 セグメント間取引消去 2 

 配分していない全社ののれんの償却額 △45

 社内借入金に対する利子の戻入額 401 

 その他の調整額(注) 134 

 四半期連結損益計算書の経常利益 12,517 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

 
  

(重要な後発事象) 

    該当事項はありません。 

  

(剰余金の配当) 

平成23年10月25日開催の取締役会において、平成23年９月30日現在の株主又は登録株式質権者に対

する剰余金の配当を以下の通り決議しました。 

  

    ①配当金の総額                    2,751百万円 

    ②１株当たり配当額                      20.00円 

    ③効力発生日(配当支払開始日)          平成23年11月28日 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 １株当たり四半期純利益金額        71.11円 １株当たり四半期純利益金額          57.38円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。 

  
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。 

 １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎      

 

   普通株式に係る四半期純利益     9,780百万円 

   普通株式の期中平均株式数      137,542千株 

 四半期連結損益計算書上の 

 四半期純利益 
9,780百万円

 １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎      

 

   普通株式に係る四半期純利益     7,891百万円 

   普通株式の期中平均株式数      137,539千株 

 四半期連結損益計算書上の 

 四半期純利益 
7,891百万円

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月10日

株式会社日立ハイテクノロジーズ 

執行役社長 久田 眞佐男 殿 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社日立ハイテクノロジーズの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期
連結会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１
日から平成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日立ハイテクノロジーズ及び連結
子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    香 山   良  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    嵯 峨 貴 弘    印 

※  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。 

※  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月10日 

【会社名】 株式会社日立ハイテクノロジーズ 

【英訳名】 Hitachi High-Technologies Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表執行役 執行役社長  久 田 眞 佐 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役常務  西 田 守 宏 

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋一丁目24番14号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

株式会社大阪証券取引所 

 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表執行役執行役社長 久田眞佐男及び最高財務責任者 執行役常務 西田守宏は、当社の第93期第

２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に

基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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